
ため池を活用した治水安全度向上のための基盤整備検討調査

【別添２】調査成果の報告のポンチ絵 【実施主体名：大阪府】

今後の課題
農業用ため池の治水活用にあたっては、利水

容量を治水容量に転換する必要があり、営農に
支障が生じないよう配慮が必要となる。また、
水位を低下させることでため池を取り巻く景観
にも影響を及ぼすため、地域住民の理解も必要
となる。
ため池については、河川管理施設ではないも

のの、治水効果を見込むことから同等の安全性
が求められる。また、ため池が潰廃されるとそ
の効果も失われることから存続の担保が必要と
なる。そこで、治水施設としての適応性の検証
にあたり、堤体の安全性及びため池の存続性が
確保されているかを確認する必要がある。

（調査の背景・目的）
大阪府下には約11,000個のため池が存在しており、茨木市を含む神崎川流域においても複数のため池
群が存在している。これらのため池は、これまで潜在的なポテンシャルとして、流域の治水安全度に貢
献してきたところであるが、土地改良区をはじめとするため池管理者においては、近年、増加傾向にあ
る短期間集中豪雨や、近い将来に発生が予測されている南海・東南海地震等の自然災害への危機意識が
高まっており、地震に対する堤体の安全性向上や大雨による堤体の決壊防止に向けた低水位管理を実施
している。こうした状況を踏まえ、本検討調査では、ため池管理者が行う低水位管理を恒久的なものと
するため余水吐等の改良を検討するとともに、その効果を把握し、ため池を流出抑制施設として位置づ
けることにより洪水対策を実施する河川整備計画案を検討することを目的とする。

基盤整備の見込み・方向性
ため池の治水効果を見込むにあたっては、

現在の水位を恒久的に低下させる必要がある
が、現在も営農用水としての利用があること
から、ため池管理者や営農者の理解が不可欠
となる。一方、昨今の大規模な自然災害の発
生や耕作放棄地の増加等、農空間を取り巻く
環境も変わってきている。こうした状況を踏
まえ、ため池管理者や営農者、関係市と丁寧
に協議を重ねることで、ため池を流出抑制施
設として位置づけた河川整備計画を策定する
ことができると見込まれる。

調査成果

（調査の手順）

ため池の流出抑制効果の検証

大正川では、春日丘橋地点における1/100年確率流量は85m3/s
であるのに対し、現況流下能力は20m3/sとなっており、上流域のた
め池群の流出抑制効果により、所定の流量が低減できるかを流出解析
により検証した。流出解析は合成合理式法で実施した。実施にあたっ
ては、上流域の各ため池に対して、図1に示すとおり余水吐を切り下
げること等による治水容量の確保や余水吐からの放流時における流量
調節容量を見込んだ。
流出解析の結果、ため池の余水吐の改良などにより、図2及び図3

に示すとおり1/100年確率降雨に対し、現況の河道流下能力まで流
出量を低減できることが分かった。
また、ため池の治水活用により流出量が抑制された場合の現況河道

での氾濫解析を実施した。現況では、1/30年確率の降雨で発生する
洪水に対して浸水被害が発生していたが、ため池の治水活用を実施す
ると、1/100年確率の降雨で発生する洪水に対しては浸水被害が発
生せず、1/200年確率の降雨でも浸水被害が大幅に軽減されること
が確認された。

河道改修案との比較検討

ため池の治水活用における課題整理

浸水被害の抑止効果の検証
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余水吐からの放流時における流量調節容量
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 ため池を活用した治水安全度向上のための基盤整備検討調査 

調査 

主体 
大阪府  

対象 

地域 
大阪府茨木市 

対象となる 

基盤整備分野 
河川 

 

１．調査の背景と目的 

大阪府では平成 22 年 6 月に「今後の治水対策の進め方」を策定し溢れることを想定した治

水対策を進めることとした。基本的な理念として人命を守ることを最優先とする治水対策を

行うこととし、ハードとソフト対策を効果的・効率的に組み合せた対策に取り組むこととし

ている。 

 

 

一方、大阪府下には約 11,000 個のため池が存在しており、茨木市を含む神崎川流域におい

ても複数のため池群が存在している。これらのため池は、これまで潜在的なポテンシャルと

して、流域の治水安全度に貢献してきたところであるが、土地改良区をはじめとするため池

管理者においては、近年、増加傾向にある短期間集中豪雨や、近い将来に発生が予測されて

いる南海・東南海地震等の自然災害への危機意識が高まっており、地震に対する堤体の安全

性向上や大雨による堤体の決壊防止に向けた低水位管理を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査成果報告書 【様式５】 

出典 大阪府ため池防災・減災アクションプラン 
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こうした状況を踏まえ、本検討調査では、ため池管理者が行う低水位管理を恒久的なもの

とするため余水吐等の改良を検討するとともに、その効果を把握し、ため池を流出抑制施設

として位置づけることにより洪水対策を実施する河川整備計画案を検討することを目的とす

る。 
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２．調査内容 

（1）調査の概要と手順 

ため池管理者による自然災害への対策として実施されている低水位管理は、洪水対策とし

て水位低下分の貯留効果も期待できることから、神崎川ブロックの大正川においてその効果

検証と併せ手法の検討を行い、河川整備のコスト縮減を期待するものである。 

本検討調査においては、以下のとおり、ため池の流出抑制効果の検証、浸水被害の抑止効

果の検証、河道改修との比較検討、ため池の治水活用における課題整理の４つの内容に関し

て調査検討を実施した。 

 

①ため池の流出抑制効果の検証 

大正川流域のため池の諸元を整理し、「ため池が無い場合」と「ため池を治水活用した場

合」のそれぞれの条件で流出解析を実施し、大正川上流の河道の各地点におけるピーク流

量を算定し、ため池を治水活用することによる流出抑制効果（ピーク流量のカット量）を

検証した。 

②浸水被害の抑止効果の検証 

流出計算によって得られるハイドログラフを入力条件として氾濫解析を実施し、各メッ

シュの浸水深を算出し、ため池による浸水被害の抑止効果を検証した。 

③河道改修案との比較検討 

代表的な治水手法である河道改修案と比較し、治水手法の適用に伴う周辺への影響や事

業費の面から総合的にため池の治水活用の利点・欠点について検討した。 

④ため池の治水活用における課題整理 

ため池を恒久的施設として活用するための担保性及び維持管理など、ため池の治水活用

を行う上での課題を整理した。 

 

（2）調査結果 

①ため池の流出抑制効果の検証 

１）大正川の現況流下能力の整理 

大正川の現況流下能力を整理した。春日丘橋地点における 1/100 年確率流量は 85m3/s で

あるのに対し、春日橋～春日丘橋の最小流下能力は 20m3/s となっており、不足している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最小流下能力
20m3/s

春日橋 春日丘橋

図 1 大正川の現況流下能力 
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２）流出解析モデルの作成 

1/100 年確率流量の 85m3/s を、ため池の流出抑制効果により春日橋～春日丘橋の最小流

下能力である 20m3/s 程度まで低減できるかを流出解析により検証した。 

流出解析は合成合理式法で実施した。大正川上流の流域分割と流出解析モデルを図 2 及

び図 3 に示す。また、本流域で対象とした 1/100 確率降雨波形を図 4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 大正川流域のため池位置図   
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図 4 大正川流出解析モデル 

図 2 大正川 春日橋上流の流域分割 
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３）流出解析方法 

図 5 に示すＡ～Ｈの 8 池それぞれについて、図 6 に示すとおり余水吐を切り下げること

等による治水容量の確保や余水吐からの放流時における流量調節容量を各ため池の実情

等を踏まえ、表 1 のとおり整理した。 

解析の実施にあたっては、春日丘橋地点(流域面積 3.5km2)で 20m3/s（比流量 5.7m3/s/km2)

を目標として流量低減を図ることから、各ため池における最大放流量が「比流量

5.7m3/s/km2」となるよう余水吐のサイズを調整することとした。 

 

余水吐

余水吐

余水吐からの放流時における流量調節容量

 

 

 

 

４）流出解析結果 

流出解析の結果、ため池の余水吐の改良などにより、1/100 年確率降雨に対し、現況の

河道流下能力まで流出量を低減できることが分かった。解析において用いたため池の容量

（最大貯留量）を表 2 に示す。表 1 で設定した活用可能容量に収まっていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 ため池の活用可能量と最大貯留量 

ため池名称
活用可能量
（ｍ

3
）

最大貯留量
（ｍ

3
）

Ａ池 87,000 48,054

Ｂ池 104,000 32,325

Ｃ池 60,000 39,734

Ｄ池 14,000 6,900

Ｅ池 45,000 44,976

Ｆ池 44,000 15,978

Ｇ池 175,000 174,115

Ｈ池 36,000 34,257

合計 565,000 396,339
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図 7 流出解析結果（左：ため池が無い場合、右：ため池を治水活用した場合） 

85m3/s 

20m3/s 

図 6 活用可能容量イメージ 

表 1 各池の活用可能容量 

ため
池名

活用可能容量(m3)

余水吐を切り下
げること等によ
る治水容量

余水吐からの放
流時における流
量調節容量

合計

Ａ池 27,000(1.0m) 60,000 87,000

Ｂ池 15,000(1.0m) 89,000 104,000

Ｃ池 20,000(1.0m) 40,000 60,000

Ｄ池 7,000(1.0m) 7,000 14,000

Ｅ池 45,000 45,000

Ｆ池 14,000(1.0m) 30,000 44,000

Ｇ池 70,000(1.0m) 105,000 175,000

Ｈ池 12,000(1.0m) 24,000 36,000

計 165,000 400,000 565,000

（ ）は低下水位
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②浸水被害の抑止効果の検証 

１）現況河道での浸水被害の確認 

現況河道に対する氾濫解析を実施し、洪水の規模ごとの浸水被害を算定した。現況河道

では、1/30 年確率の降雨で発生する洪水に対して浸水被害が発生することが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大正川現況河道 1/10 年確率 浸水深 

浸水なし 

大正川現況河道 1/30 年確率 浸水深 

大正川現況河道 1/100 年確率 浸水深 大正川現況河道 1/200 年確率 浸水深 

図 8 氾濫解析結果（現況河道） 
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２）ため池の治水活用時の氾濫解析の実施 

ため池の治水活用により流出量が抑制された場合の現況河道での氾濫解析を実施し、洪

水規模ごとの浸水被害を算定した。ため池による治水活用を実施すると、1/100 年確率の

降雨で発生する洪水に対しては浸水被害が発生せず、1/200 年確率の降雨でも浸水被害が

大幅に軽減されることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ため池活用による浸水被害の抑止効果として、「ため池が無い場合」と「ため池を治水活

用した場合」における外力規模毎の想定浸水面積を表 3 にとりまとめた。 

 

表 3 想定浸水面積 

年超過確率 
想定浸水面積［ha］ 

ため池が無い場合 ため池を治水活用した場合 

1/10 ‐  ‐  
1/30 25 ‐  
1/100 99 ‐  
1/200 134 2 

 

 

大正川 ため池８つ活用 1/100 年確率 浸水

 

浸水なし 

大正川 ため池８つ活用 1/200 年確率 浸水

 
図 9 氾濫解析結果（現況河道：ため池治水活用） 
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③河道改修案との比較検討 

１）河道改修区間 

河道改修案は、河道を拡幅、掘削したり、築堤したりすることにより、河道の流下能力

を向上させる手法である。本調査では、大正川の流下能力不足区間である、春日橋～春日

丘橋の区間での河道改修案を検討した。 

地形図と現地写真を示すが、当該区間は掘込河道となっている。また、沿川には家屋が

連担しており、橋梁も多く架けられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）河道改修案の検討 

上の改修区間図に示した「Ａ地点」における河道改修案を次のとおり検討した。 

◯河道拡幅案：現況の河道幅 4.1ｍに対し、２倍以上に拡幅する必要がある。拡幅量を

減らすために、護岸勾配も急にする。 

◯河床掘削案：現況の河床高からさらに 2.7ｍ掘削する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現地写真のように、家屋が連担している状況を考慮すると、実際の河道改修は非常に難

しいと考えられる。 

春日橋

春日丘橋

改修区間
L＝580m

図 10 河道改修区間と河道状況 
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80ミリ計画断面

現況断面

8.5m

1:0.2 1:0.21:0.251:0.4

▽

4.1m

4.8m

80ミリ計画断面

現況

2.7m河床掘削

1:0.251:0.4

Ａ 

図 11 河道改修案（Ａ地点）（左：河道拡幅案、右：河床掘削案） 
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３）ため池治水活用案と河道改修案の比較検討 

ため池治水活用案と河道改修案について、周辺への影響、洪水に対する効果、事業費な

どを比較検討した。 

河床掘削案は、下流の河道との縦断的な連続性を考えた場合に、適正な河床勾配が確保

できないため、実現できない。 

河道拡幅案は、家屋移転を伴い、地域社会への影響が大きい。一方、超過洪水に対して

も一定の治水効果が期待できる利点がある。ただし、家屋移転、橋梁架替などが必要で、

事業費も大きくなる。 

ため池治水活用案では、現況河道をそのまま利用するため、周辺への影響はほとんど無

く、事業費も低く抑えられる利点がある。ただし、ため池の維持管理や、治水活用に関す

るため池管理者との合意が必要である。 

総合的に評価し、ため池治水活用が実現性、事業費の面で優れていると判断した。 

 

 

対策計画案 案① 河道改修 （80ミリ程度対策） 案② 現況河道＋ため池活用
（80ミリ程度対策）

項目 案①-1 河道改修(河道拡幅) 案①-2 河道改修(河床掘削)

対策案の概要
・河道の拡幅により、流下能力を確保
する。

・2.5m以上の河床掘削が必要となり、

適正な河床勾配が確保できないため
不可。

・ため池の治水活用により下流域への
流量を低減する。

地域社会への
影響

・河道拡幅のための用地取得により、
隣接家屋の移転等により地域コミュ
ニティへの影響が大きい。

－
・現況河道は変わらないため、影響は
ほとんどない。

自然環境への
影響

・河道を拡幅するため、水深が低下
するが水生生物への影響は小さい。

－ ・現況河道は変わらないため、影響は
ほとんどない。

計画規模の洪水に
対する効果

・ネック部における流下能力の向上
による効果が期待できる。

－ ・下流全域に流量低減効果が期待でき
る。

超過洪水に対する
効果

・超過洪水に対しても一定の治水効
果が期待できる。

－
・超過洪水に対して、ほとんど効果が期
待できない。

維持管理面

・河床洗掘、土砂堆積等に対する維
持管理が必要である。

－

・河床洗掘、土砂堆積等に対する維持
管理が必要である。

・余水吐など放流口の維持管理が必要
である。

実現性

・家屋が隣接している区間があり、用
地取得に多大な時間を要する。

・橋梁及び横断構造物の改築が必要
になり、協議調整に多大な時間を要
する。

－

・ため池管理者との合意が必要。

・ため池の受益地が減少しており、ため
池管理者（利水者）の合意を得られて
いる事例がある。

概算事業費 97.9億円 － 1.6億円

総合評価

地域社会への影響が大きく、事業費
も高価である。

－
実現性があり、事業費も安価である。

× × ○
 

表 4 治水手法の比較検討 
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④ため池の治水活用における課題整理 

ため池については、河川管理施設ではないものの、治水効果を見込むことから同等の安

全性が求められる。また、ため池が潰廃されるとその効果も失われることから存続の担保

が必要となる。そこで、治水施設としての適応性の検証にあたり、堤体の安全性及びため

池の存続性が確保されているかを確認する必要がある。 

本検討では、安全性については、ため池改修指針による「所定の形状基準を有している」

ことや「掘込形状であること」が安全性の確保ができていると考え、対象としたため池に

対して確認した。また、存続性については、「所有が行政であること」や「都市計画法に

基づく公園区域に位置付けられていること」が存続性の確保ができていると考え、対象と

したため池に対して確認した。加えて、「市街化調整区域内のため池」についても、ため

池を潰廃する際や開発する際には河川協議が実施され、河川管理者として一定の抑止力を

働かすことができるため、存続性の確保ができていると考えた。 

参考に、確認した結果を表 5 に示す。 

 

表 5 治水活用検討の対象としたため池の安全性・存続性の評価 

ため池名 掘込形状

総活用容量

（ｍ３）
①+②

必要容量

（ｍ３）
必要容量に
対する割合

Ａ池 ◎ 87,000 ● 87,000 ● ● 87,000 ● 87,000

Ｂ池 ◎ 104,000 ● 104,000 ● ● 104,000 ● 104,000

Ｃ池 ◎ 60,000 ● 60,000 ● ● 60,000 ● 60,000

Ｄ池 14,000 ● ● ● 7,000

Ｅ池 ◎ 45,000 ● 45,000 ● ● 45,000 ● 45,000

Ｆ池 44,000 ● 14,000

Ｇ池 175,000 ● 70,000 ● ● 70,000 ● 70,000

Ｈ池 36,000 ● 12,000 ● ● 12,000 ● 12,000

安全性の確保 存続性の担保 総合評価

河川
所定の形状を

有しているため池
［A］

所有者が
行政のため池

③

公園区域の位置付け
があるため池

④

市街化調整区域に
あるため池

⑤

③④⑤のいずれかに
該当するため池

［B］

安全性、存続性を
有するため池
［A］かつ［B］

大
正
川

396,339 95 ％

 

 

大正川流域では、本考え方に基づく安全性と存続性の両方が確保されているため池で、

必要容量を概ね確保できることが分かった。 

今後、農林部局で改修・補強が予定されているため池があることや、河川部局でも必要

に応じて対策を検討すること等により、安全性の確保に努めることが必要である。また、

存続性の確保についても、より実効性をもたせる施策・制度が必要である。 

 



 11

３．基盤整備の見込み・方向性 

ため池の治水効果を見込むにあたっては、現在の水位を恒久的に低下させる必要があるが、

現在も営農用水としての利用があることから、ため池管理者や営農者の理解が不可欠となる。

一方、昨今の大規模な自然災害の発生や耕作放棄地の増加等、農空間を取り巻く環境も変わっ

てきている。こうした状況を踏まえ、ため池管理者や営農者、関係市と丁寧に協議を重ねるこ

とで、ため池を流出抑制施設として位置づけた河川整備計画を策定することができると見込ま

れる。 

 

 

４．今後の課題 

農業用ため池の治水活用にあたっては、利水容量を治水容量に転換する必要があり、営農に

支障が生じないよう配慮が必要となる。また、水位を低下させることでため池を取り巻く景観

にも影響を及ぼすため、地域住民の理解も必要となる。さらに、河川管理者が管理する施設で

はないため池を流出抑制施設として河川整備計画に位置づけることから、その存続については、

地元市の公定計画に位置づけられるよう働きかける必要がある。 

 


